
2010年 平成２２年 133 8 1 0 0 0

2011年 平成２３年 145 8 2 2 0 0 0

2012年 平成２４年 136 6 5 1 1 0 0

2013年 平成２５年 138 8 2 1 1 0 0 0

2014年 平成２６年 136 10 4 0 0 0

688 40 13
1

※４
5 1 0 0

※１：総務省消防庁に報告された火災データのうち、発火源の小分類が「1303　蓄電池」である全火災を抽出

※２：条例規制にかかわらず、携帯電話用等の持ち運べるようなものを除いたものを抽出

※３：通常の点検を行っていれば火災に至らなかったと思われるもの、経年劣化と推定されるもの、製造から概ね10年を経過したものを抽出

※４：蓄電池設備システムのサーバーを交換作業中に蓄電池周辺から出火したものであり、一般的に使用される状況での火災とは異なる

鉛蓄電池を発火源とする火災における出火原因別の件数

蓄電池火災
（建物・車両、
船舶等含む）

※１

蓄電池設備
又はUPS

※２
鉛蓄電池

焼損面積
（㎡）

死者
（名）

維持管理が不
十分と考えられ

るもの

※３

出火原因

不明

合計 19

負傷者
（名）

1

4

6

4

4

その他
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